
担当課 管財課 
改善
項目

(9)公用車運行体制の見直し 

改善プログラム 

14 年度 15 年度 16 年度 17年度以降 

検討 

 

実施   
改

善

内

容 

簡素･効率の視点から公用車の運行体制

のあり方について見直しを行う。 

改善効果額計（千円） ― 

 

担当課 納税課 
改善

項目
(10)納税貯蓄組合事務の見直し 

改善プログラム 

14 年度 15 年度 16 年度 17年度以降 

検討 

 

調整 

解散（目途）

 

 

△6,770 

 

改

善

内

容 

 納税貯蓄組合法に基づく市納税貯蓄組合

連合会については、一定の役割を果たした

ものと判断されることから、解散に向け、

調整する。 

改善効果額計（千円） 6,770 

 

担当課 地域医療課 
改善
項目

(11)老人医療費助成事業の見直し 

改善プログラム 

14 年度 15 年度 16 年度 17年度以降 

検討･実施 

 

 

 

改

善

内

容 

制度創設時と比べ社会経済状況が変化し

ていることや、国における医療制度改革の

動向を勘案し、廃止を含め事業の見直しを

行う。 

改善効果額計（千円） ― 

 

担当課 高齢者福祉課 
改善
項目

(12)慰問品支給の見直し 

改善プログラム 

14 年度 15 年度 16 年度 17年度以降 

実施 

 

△4,920

   

改

善

内

容 

 ひとり暮らし高齢者への慰問品を廃止

する。 

 なお､ひとり暮らし高齢者への対策は生

きがいデイサービス事業や生きがい活動

の充実等､閉じこもり防止､介護予防事業

に転換を図る。 改善効果額計（千円） 4,920 
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担当課 保育課 
改善
項目

(13)よいこの劇場の廃止 

改善プログラム 

14 年度 15 年度 16 年度 17年度以降 

実施 

 

△2,680

   

改

善

内

容 

事業開始から 35 年が経過し､心を豊か

にする様々なイベントが、家庭においても

手軽に楽しめるようになったため、保育園

児を対象に実施しているよいこの劇場を

廃止する。 

改善効果額計（千円） 2,680 

 

担当課 子育て支援課 
改善
項目

(14)児童厚生施設管理運営計画の策定 

改善プログラム 

14 年度 15 年度 16 年度 17年度以降 

児童厚生施設
管理運営計画
の策定 

施設管理・運営
委託化計画の
策定 

 

受託組織等の
調整 

 

管理運営の委
託 

 

△40,000

改

善

内

容 

・児童厚生施設(こどもセンター・児童館・児童

クラブ)の管理運営にかかる職員体制やあり

方等に関し、「児童厚生施設管理運営計画」を

平成14年度に策定する。 

・管理運営計画に基づき、効率的・効果的な運

営を推進するため、施設管理及び運営の委託

化計画を策定する。 
改善効果額計（千円） ― 

 

担当課 市民生活課 
改善
項目

(15)出張所機能の検討 

改善プログラム 

14 年度 15 年度 16 年度 17年度以降 

関係団体と

の調整 

実施   
改

善

内

容 

市民が主体的に地域の課題解決に向けて

取り組むための地域の拠点、また地域コミ

ュニティの拠点として、出張所の機能を見

直し市民センター化を図る。 

地域振興業務・地域コミュニティの振興、

団体事務局機能、窓口業務についての見直

しを進める。 改善効果額計（千円） ― 

    

担当課 
産業振興課 
商業観光課 

改善
項目

(16)融資預託金の預託方法の検討 

改善プログラム 

14 年度 15 年度 16 年度 17年度以降 

調査･検討 実施   

改

善

内

容 

①市内産業の振興に効果のある中小企業融

資制度の実施に有効な預託方法を検討す

る。 

②市内商業の振興に効果のある商業地形成

事業融資制度の実施に有効な預託方法を

検討する。 
改善効果額計（千円） ― 
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担当課 商業観光課 
改善
項目

(17)たてしな自然の村管理運営の見直し 

改善プログラム 

14 年度 15 年度 16 年度 17年度以降 

調査・研究

検討 

調整･検討 

素案の策定

実施  
改

善

内

容 

市民の余暇利用施設として長野県立科町

に開設･運営しているたてしな自然の村の

管理運営方法について、効率性の観点から

あり方を検討する。 

改善効果額計（千円） ― 

 

担当課 住宅課 
改善
項目

(18)市営住宅の内装等の標準化 

改善プログラム 

14 年度 15 年度 16 年度 17年度以降 

調査・検討
指針の策定
 
設計に反映

   
改

善

内

容 

  市営住宅の居住性能や仕上げ材等の品

質、機能等を定め標準化するとともに、効

率的な維持管理、補修を行うための工法を

採用することにより、費用及び事務量を削

減する。 

改善効果額計（千円） ― 

 

担当課 下水道料金課 
改善

項目
(19)公共下水道使用料賦課徴収事務の見直し 

改善プログラム 

14 年度 15 年度 16 年度 17年度以降 

検討 実施 

 

 

200,000

 

 

 

200,000 

 
改

善

内

容 

 本市の公共下水道使用料の賦課徴収事

務を神奈川県に委託し、企業庁水道局が水

道料金と合わせて一括徴収する。 

改善効果額計（千円） 400,000 

 

担当課 下水道管理課 
改善

項目
(20)八瀬川浄化施設の廃止 

改善プログラム 

14 年度 15 年度 16 年度 17年度以降 

廃止 
 

△10,430

   

改

善

内

容 

 雑排水対策モデル事業として国庫補助

事業により昭和 58 年に設置した八瀬川浄

化施設について、公共下水道整備により水

質改善が著しく進んでいることから廃止

する。 

改善効果額計（千円） 10,430 
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担当課 教育総務課 
改善
項目

(21)教育委員会ニュースの廃止 

改善プログラム 

14 年度 15 年度 16 年度 17年度以降 

廃止 
 
 

△720

   
改

善

内

容 

 本市のホームページが開設され､インタ

ーネットを通じてタイムリーな情報の提

供が可能となったことなどから､教育委員

会ニュースを廃止する。 

改善効果額計（千円） 720 

 

担当課 教育総務課 
改善
項目

(22)小中学校の施設管理方法の検討 

改善プログラム 

14 年度 15 年度 16 年度 17年度以降 

調査・検討、
方向性の決
定 

関係団体等
との意見調
整、予算措
置 

実施  
改

善

内

容 

 小中学校の各事業ごとに配置している

日直代行員や生涯学習ルーム、学校施設開

放等、施設管理のための人員を総合的な学

校管理の視点から整理し、職務の見直しを

行い、機能的･効率的な学校管理のあり方

を検討する。 

改善効果額計（千円） ― 

 

担当課 学務課 
改善
項目

(23)ふるさと絵本の廃止 

改善プログラム 

14 年度 15 年度 16 年度 17年度以降 

廃止 
 
 

△3,050

   
改

善

内

容 

 図書館等の充実により､個人借り受けが

容易になったため､５歳到達児に配布して

いるふるさと絵本を廃止する。 

改善効果額計（千円） 3,050 

 

担当課 学務課 
改善
項目

(24) ブロック水泳大会(校外活動助成費)の廃止 

改善プログラム 

14 年度 15 年度 16 年度 17年度以降 

廃止 
 
 

△1,540

   
改

善

内

容 

 対象児童の特定化等により､委託事業と

して馴染まなくなったため､校外活動助成

費のうち、ブロック水泳大会を廃止する。

改善効果額計（千円） 1,540 
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担当課 学務課 
改善
項目

(25)公立学校職員録の廃止 

改善プログラム 

14 年度 15 年度 16 年度 17年度以降 

廃止 
 
 

△450

   
改

善

内

容 

 教育委員会で一律配布していた公立学

校職員録を廃止する。 

改善効果額計（千円） 450 

 

担当課 生涯学習課 
改善
項目

(26)公民館のあり方の検討 

改善プログラム 

14 年度 15 年度 16 年度 17年度以降 

順次実施 
 
 
△65,200

   

改

善

内

容 

 社会教育委員会議からの答申を受け、教

育委員会としての「公民館のあり方につい

て」６項目（業務内容・通年開館・職員体

制・公民館運営審議会・受益者負担・公民

館図書室の開館時間について）の改革の方

向性に基づき、順次実施する。 
改善効果額計（千円） 65,200 
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３．民間委託等の推進 

担当課 男女共同参画課 
改善
項目

(1)男女共同参画推進センター管理運営の委託 

改善プログラム 

14 年度 15 年度 16 年度 17年度以降 

調整・検討 組織体制づ

くり 

委託実施 

 

 

△ 15,000 

 
改

善

内

容 

 市民参画による自主的、主体的な運営と

専門的、継続的な事業展開を充実するた

め、管理・運営の民間委託を行う。 

（委託業務の内容） 
・各種講座等開催業務 
・情報コーナーの運営業務 

・登録団体等市民団体の活動支援業務 

・施設維持管理業務 

改善効果額計（千円） 15,000 

 

担当課 企画政策課･事業担当各課 
改善
項目

(2)ＰＦＩの導入検討 

改善プログラム 

14 年度 15 年度 16 年度 17年度以降 

検討 順次実施   

改

善

内

容 

PFI(Private Finance Initiative 民間

資金を活用した社会資本整備)について具

体的な事業への導入を検討する。 

また､その他の民間活力を導入した事業

手法についても検討する。 

改善効果額計（千円） ― 

 

担当課 情報システム課 
改善
項目

(3)情報処理システム運用管理業務の委託 

改善プログラム 

14 年度 15 年度 16 年度 17年度以降 

調査研究 移行準備 順次実施  

改

善

内

容 

ホストコンピュータを中心とした情報

処理システムの運用管理業務を見直した

上でアウトソーシングを行い、運用コスト

削減・システム整備の迅速化等を図る。 

改善効果額計（千円） ― 

 

担当課 保育課 改善
項目 (4)公立保育所の管理運営の見直し 

改善プログラム 
14 年度 15 年度 16 年度 17年度以降 

①法人選定等 
③配置基準見

直し(7 園) 
△47,600

②③配置基

準見直

し 
(5 園) 
②△34,790 
③△34,000 

①移管引継 ①4 施設移管 
△188,000

②配置基準

見直し 
△36,320

改

善

内

容 

保育サービス向上のため、人材、財源を有

効活用する。 
①一部の公立保育所を社会福祉法人等に移

管する。 
②職員配置基準の見直しなどにより保育事

業、地域子育て支援の拡充等公立保育所の

活性化を図る。 
③公立保育所の調理、庁務作業の分離を図る

とともに、非常勤職員等の活用による職員

配置基準を見直す。 
改善効果額計（千円） 116,390 

 

 - 22 - 


